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会 議 録 (要 旨) 

会 議 名  第２回武蔵村山市公共下水道事業経営戦略策定検討委員会 

開 催 日 時  令和２年９月１６日(水) １５時００分 ～ １６時２０分 

開 催 場 所  さくらホール会議室 

出 席 者 及 び

欠 席 者 

出席者：藤本由美子委員、鈴木節雄委員、阿部慶一委員、植野弘子

委員、雨宮將美委員、藤盛あい子委員、宮本信雄委員 

事務局：建設管理担当部長、道路下水道課（課長・下水道係長・工

事係長・下水道係主任・下水道係主事） 

欠席者：坂元美敏委員 

議 題 
 １ 現状分析について 

 ２ その他 

結 論 

(決定した方針、残

された問題点、保

留事項等を記載す

る。) 

議題１について：「武蔵村山市公共下水道事業の現状分析について」

を事務局から説明した。 

議題２について：第３回の会議は１０月２８日（水）に開催するこ

とで決定した。 

審 議 経 過 

(主な意見等を原則

として発言順に記

載し、同一内容は

一つにまとめる。) 

 

【発言者】 

 ○印＝委員 

 ●印＝事務局 

報告事項１：第１回経営戦略策定検討委員会会議録の承認について 

 事務局より、郵送にて委員全員から承認していただいたことを報

告した。 

 

報告事項２：第１回委員会の質問について 

 事務局より第１回委員会で質問があった事項について説明した。 

 

 １ 各市の決算状況について 

 府中市の下水道使用料が安い理由については、一般会計からの繰

入金についてはほぼ基準内のため、財政が豊かであることとは関係

がないと考えられる。なお、繰入金の金額が高い理由は、雨水管の

整備に係る償還金など、雨水に係る経費が高いことが原因と思われ

る。一方、処理原価は１立法メートルあたり６４円で、そのうち資

本費が６．６円となっている。よって、武蔵村山市と同様に償還が

進んでいることが原因と考えられる。 

 

 ２ 管渠敷設延長の材質別について 

 資料を掲示した。 

 

議題１：武蔵村山市公共下水道事業の現状分析について 

 事務局より現状分析を説明した。 

 

【事務局説明】 

 １ 本委員会の所掌事務 

◆ 目的は、「委員会は、公共下水道事業の経営戦略の策定について

必要な事項を検討し、その結果を市長に報告する。」ことである。 

◆ 所掌事務の１つ目は、「将来にわたり持続可能な経営を確保する

ため、下水道経営の健全化を維持するため、下水道使用料等の検

討を行う。」ことである。これは、今後示す投資予測や、それを担

保する財源を検討し、汚水は私費、雨水は公費の原則に基づき、

適正な原価に応じた下水道使用料の検討を行い、必要があれば見



直しを行うことである。 

◆ 所掌事務の２つ目は、「武蔵村山市公共下水道事業が、持続可能

な経営を維持するための経営戦略の策定の検討を行う。」ことであ

る。これは、下水道のサービスは住民にとって必要不可欠であ

り、常にそのサービスを受けられるように持続的な経営を行う必

要があるため、不断にそのあり方を見直すことである。 

  経営戦略の策定については、東京都のように人口が集中し、今

後も下水道使用料が見込める都市では深刻な事態ではないが、過

疎化が進む地方においては、今後その維持が大きな問題になって

いくという視点から、国において公営企業会計の導入と併せて、

求められることとなった。 

よって、下水道というインフラを維持し、市民が安心して生活

をおくることができるように、経営課題及び経営基盤強化策を踏

まえたうえで、経営戦略の策定について検討することとなる。 

 

２ 経営戦略の策定 

◆ 国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」という。）が示

した武蔵村山市の将来人口の推計では、２０４５年頃には６万

３，５９０人となっている。第１回委員会で示したまち・ひと・

しごと総合戦略での人口推計では８万人を超えることとなってお

り、約１万６千人の開きがある。 

◆ 現在の市の状況を単純化すると、市には年間約１０億円の下水道

使用料収入がある。人口は約７万２千人のため、１人あたり約１

万３千円の使用料収入が入っている。社人研の推計によると２５

年後には現在の人口から８，４００人減少し、下水道使用料収入

は約１億１千万円減少する。 

人口減少に伴う汚水量の減少に比例して流域下水道維持管理負

担金などの経費は減少するが、多くの経費は固定費である。さら

に、あと５年ほどで最初に建設した管渠が５０年の耐用年数を超

えるため、その更新費用が発生する。 

また、人口減少は税収の減少など国や地方自治体の財政にも多

くの影響をもたらし、一般会計からの繰入金に頼ることはできな

い。 

以上のように、下水道事業が抱える外部環境を踏まえたうえ

で、健康で文化的な生活を維持するために必要不可欠なインフラ

を破たんさせないためにも、この委員会で経営戦略の策定を検討

したいと考えている。 

◆ 経営戦略は、各公営企業が将来にわたって安定的に事業を継続し

ていくための中長期的な経営の基本計画となるものである。ま

た、組織効率化・人材育成、広域化、ＰＰＰ／ＰＦＩ等の効率

化・経営健全化の取組方針を記載することとされている。 

  なお、留意点は以下のとおりである。 

 ⑴ 特別会計ごとの策定を基本とすること。 

 ⑵ 企業及び地域の現状と、これらの将来見通しを踏まえたもの

であること。 

 ⑶ 計画期間は１０年以上を基本とすること。 

   本市では、１５年を基本とし、５０年の中長期計画を策定す

る。策定後は、本委員会において３年ごとに見直し、より現実

に近づける作業を行う。 

 ⑷ 計画期間中に必要な住民サービスを提供できる計画となって

いること。 

 ⑸ 施設・設備投資の見通し等の支出の予測である「投資試算」

とその財源の見通しの「財源試算」により示される収入が均衡



した形で「投資・財政計画」が策定されていること。 

 ⑹ 住民・議会への説明が可能なものであること。 

   本計画は、１２月中旬に市長へ報告したのち、市のホームペ

ージで意見募集をし、２月に市議会の全員協議会で説明する予

定である。 

◆ 収支計画を作成するうえでの本市における留意点は以下のとおり

である。 

⑴ 投資試算においては、供用開始から４０年を超え、管渠の更

新費用も見込まれること及び新青梅街道の拡幅事業に伴う工事

等の投資が将来いくらかかるか。 

⑵ 財源試算においては、人口の将来推計をどこにおくのか。な

お、経営戦略策定ガイドラインでは、政策的な人口推計を求め

ず、社人研の人口推計に基づいて計画を策定するようにとの記

載がある。 

また、投資財政計画を策定した後、３年から５年に一度、進捗

管理を行い、見直しを行う必要がある。 

◆ 収支ギャップが生じた場合は、以下のように対応する。 

 ⑴ 投資試算の再検討 

  ・ダウンサイジング、スペックダウン 

  ・予防保全型維持管理を含む適切な維持管理による長寿命化 

   （平成３０年度に策定した下水道ストックマネジメント計画

に基づき、管渠の長寿命化を図る） 

  ・過剰投資・重複投資の精査 

  ・新たな知見や新技術の導入 

  ・優先順位が低い事業の先送り、取りやめ 

  ・民間資金・ノウハウ等の活用 

  ・広域化の推進 

 ⑵ 財源試算の再検討 

  ・内部留保額の見直し 

・基金の取り崩し 

・下水道使用料の見直し 

 ⑶ 投資以外の経費の効率化 

  ・給与・定員の見直し 

・広域化の推進 

・民間のノウハウの活用（指定管理、民間委託等） 

・ＩＣＴの活用等による更なる効率化 

 

 ３ 現況分析 

◆ 下水道事業に関わる職員は、課長を除き７人である。平成１８年

度は１３人いた職員も、下水道事業の面的整備も一段落したこと

や、定員の適正化もあり、現在は７人まで減少した。 

◆ 投資・財政計画は大きく分けて、収益的収支と資本的収支に分か

れている。収益的収支は単年度の収支を表す。一方、資本的収支

は、投資効果が複数年に継続するもので、耐用年数に応じて収益

化と費用化を行うものである。なお、この財源の不足分は、損益

留保勘定などで補てんする。 

◆ 下水道使用料はおおむね１０億円前後、収納率は９９．５％を維

持している。投資・財政計画では消費税を除いた数字となる。 

◆ 一般会計からの繰入金は、平成１８年度は約７億円あったが、令

和元年度は約２，５００万円、歳入に占める割合にすると３３．

３％から２％前後まで減少している。これは、第４次行政改革大

綱の中で、下水道に係る一般会計の繰入額の適正化に努めること

とされた結果である。なお、投資・財政計画では、以下のとおり



３つに分けて記載される。 

 ⑴ 雨水に係る繰入金＝営業収益の他会計負担金 

 ⑵ 企業債の利息に対する補助や水質検査の人件費等に係る経費

に係る繰入金＝営業外費用の他会計補助金 

 ⑶ 企業債の元利償還金に係る経費に対する繰入金 

＝資本的収入における他会計負担金 

◆ 流域下水道の利用にかかる経費は、維持管理費と建設負担金であ

る。維持管理費は、各流域ごとに関係する市町村で排出される汚

水量と不明水を各市で按分した額で決められる。本市の場合は概

ね３億５千円前後で推移しており、昨年度は台風の影響もあり、

総水量の１７％が不明水となり、大きな問題となっている。 

  建設事業負担金は、流域下水道の建設に係る費用を負担するも

のである。 

◆ 減価償却とは、時の経過等によってその価値が減少する資産等の

効果が複数年にわたるものについて、その取得に要した金額を一

定の方法によって各事業年度の費用として配分していく手続であ

る。残存価額は１０％とし、耐用年数に応じて、定額償却する。

耐用年数は、管渠等の構築物は５０年、域下水道の施設利用権は

３５年である。 

  また、資産の取得には、国や都の補助金や受益者負担金、一般

会計からの繰入金、受贈資産など、下水道会計以外からの財源で

取得するものがある。これらも減価償却とあわせて収益化する

（長期前受金戻入）。 

◆ 投資・財政計画では、長期前受金戻入は営業外収益の長期前受金

戻入に、減価償却費は営業費用の減価償却費費にそれぞれ計上す

る。その差額は、キャッシュは動かないが損益から減じられる損

益留保資金となり。資本的収支の赤字を埋める補てん財源とな

る。 

◆ 地方債残高は、令和６年度以降増加する見込みである。 

◆ 企業債償還金は、平成１９年度は借り換えに伴い元金償還金が突

出しているが、平成２５年度に５億円を切り、平成２８年度以降

は２億円前後となり、償還も順調に進んでいる。 

建設改良費については、面的整備は概ね終了したため、年間１

億円前後で推移している。 

◆ 下水道事業建設基金は令和元年度末で約８億５千万円である。こ

の基金は、今後発生する更新費用のために活用する予定である。 

基金は、条例により使用できる目的が決められており、建設に

要する経費にのみ使用できる。よって、資本的収支の財源不足を

埋めるために活用する予定である。 

  投資・財政計画では、基金の取り崩し分は資本的収入のその他

に、積立分は資本的支出の基金繰出金にそれぞれ計上している。 

◆ 今回示した投資・財政計画は、今後の施設改良に係る経費の一部

のみを反映したものであるが、この計画では令和３年度以降基金

への積立を減らし、令和６年度以降基金の積立てを行わず、令和

８年度以降は基金を取り崩して、収支を均衡させている。 

下水道使用料の改定以外に基金の運用の仕方など財源をどうす

るか、人口予測や管渠の老朽化に合わせ、今後の投資をどうする

かがが経営戦略のポイントである。 

◆ 投資・財政計画で求められる収支均衡は、純損益収支が計画期間

 内で黒字となることである。逆に、赤字が発生している場合の赤

 字部分を「収支ギャップ」という。投資・財政計画では当年度純

 利益に当たり、この部分の黒字が必要ということである。なお、

 令和５年度と令和８年度は赤字になっているが、過去の繰越利益



 剰余金で補てんしているため、ギャップの解消はできているとい

 える。 

◆ その他、「経営比較分析表」の指標により、経年変化や類似団体

との比較等の分析を行うことも可能である。 

 

【質疑・意見等】 

○ 例えば、塩ビの汚水管を他の材質に変えた場合の補修は、資本と

なるのか。 

● 単純な修繕は維持管理費であるが、性能を著しく向上させるもの

は資本に計上する。工事の内容によって判断することとなる。 

○ 価値が上がると減価償却することとなるのか。 

● お見込みのとおりである。 

 

○ 令和６年度頃から国補助金が増加しているが、補助金はこのよう

に変化するものなのか。 

● この計画で計上している国の補助金は、ストックマネジメント事

業を対象としている。ストックマネジメント事業は、管渠の老朽

化状況を調査し、不具合箇所は直すという流れをエリアごとに行

っていく事業である。今年度から始まっており、今年度は調査を

行っている。調査だけなら全体の事業費も安いため、これくらい

の補助額となるが、今後調査結果をふまえた改築工事が発生する

と、事業費も大きく増加するため、国からの補助金も比例して増

加する。 

○ 令和６年度以降は改築工事があるのか。 

● そのとおりである。なお、今回示した投資・財政計画は予定され

ている事業を全て記載しておらず、今後の施設改良に係る経費の

一部のみを反映したものである。次回、投資予測・財政予測をし

たうえで最終的に精査したものを提出する予定である。 

 

○ 人口推移について、前回は約８万人まで増加するという推計だっ

たが、今回の資料では減少傾向となっている。どちらかといえば

今回の資料の方が正確なのか。 

● 将来の推計のため何をもって正確なのかは判断することはできな

い。ただし、経営戦略策定においては、社人研の推計を使用する

ようにとマニュアルに記載されている。前回示したまち・ひと・

しごと総合戦略とどちらを使用するかという点では、仮に約８万

人まで増加することを基に算定すると、下水道使用料も安定し、

全体的に余裕な状況がしばらく続くと考えられる。一方、社人研

の推移では、人口は減少傾向である。将来的に人口減少となる可

能性があるということをふまえたうえで計画を作成することで、

なるべく危ない状態で計画をスタートさせ、実際、３～５年ごと

にローリングをかけたときに余裕をもたせることもできるのでは

ないか。以上より、今回の計画では社人研の数値を採用すること

としている。 

 

○ この委員会の内容は家族に話しても差し支えないか。 

● 会議録は市ホームページに掲載、会議資料は情報コーナーに置い

ており、誰でも閲覧できるため、差し支えない。 

 

○ 下水道事業に関わる職員は現在７名とのことだが、７名で業務が

滞らないのか。 

● 現状は７名でも運営が可能だが、今後はストックマネジメント事



業などの事業の増加が控えているため７名のままでは厳しいと思

われる。 

○ 私見だが、水道・下水道事業は技術と経験が必要な職種である。

人員削減は最小限にすべきである。 

 

○ 和暦で表記されている部分に西暦を併記してほしい。 

● 次回から、文字は併記、グラフについては西暦に統一することと

する。 

 

○ 下水道事業に関わる職員が平成８年度と比較して半数近く減少し

ており、正常な運営ができるのか心配である。同じ部署にはどれ

くらい在籍するものなのか。 

● 市役所の職員は大きく分けて事務系職員、技術系職員の２つに分

けられるが、技術系職員の数は少ない。異動については、事務系

職員の在籍年数に比べて技術系職員の在籍年数は長い。ただし、

最近は１０年近く同じ部署に在籍しているということはない。 

 

○ 営業費用のその他の額が大きな割合を占めている。これを節減し

てみるのはどうか。 

● その他の内訳は、その下にあるとおりであり、管渠の維持管理

費、流域下水道維持管理負担金、使用料の徴収委託料、消耗品な

どである。これらはほぼ固定費のため、節減が難しい。 

 

○ 損益勘定留保資金とは当年度純利益の累積か。 

● 資産の取得には、国や都の補助金や受益者負担金、一般会計から

の繰入金、受贈資産など、下水道会計以外からの財源で取得する

ものがある。取得にかかる費用は耐用年数に応じて減価償却を

し、取得した財源も減価償却と同様に収益化していくことを長期

前受金戻入という。損益勘定留保資金とは、減価償却費と長期前

受金戻入の差額であり、収益・費用には計上されているが、実

際、現金は動かない。この差額を資本的収支のマイナス（資本的

収支は収入より費用の方が多いため、通常マイナスとなる）に補

てんするものである。令和２年度の例では、資本的収支の不足を

引継金（繰越現金）と損益勘定留保資金で補てんしている。 

 

○ 基金の原資は何ですか。 

● 歳入歳出の差額である繰越金を原資とし、毎年約２億円を予算計

上している。端的に言えば、下水道使用料である。 

 

○ 市町村単位で下水道事業を行っているが、市境が入り組んでいる

箇所でも完全に分けて汚水を排出しているのか（例えば、市境の

武蔵村山市民は武蔵村山市の汚水管に必ず流さなければならない

のか）。 

● 原則は市町村単位であるため、基本的にはない。ただし、協定を

結んで近隣市の汚水管につなぐということは行っている。 

○ 広域化・共同化の観点からすると、市町村境が障害になってしま

うのか。例えば、立川市の汚水管がそばにあるのに、わざわざ武

蔵村山市の汚水管を整備すると無駄な投資になると考えるが、い

かがか。 

● 先ほども申し上げたとおり、基本的には市町村単位だが例外はあ

る。例えば、瑞穂町の住宅の汚水を武蔵村山市の汚水管につなぐ

ということは実際行っている。これについては、協定書を取り交



わすことによって可能となっている。瑞穂町とは流域下水道につ

ながる接続点の水質検査費用の負担により、武蔵村山市への流出

を許可している。また、東大和市とは汚水排出量に対して流域下

水道維持管理負担金の費用負担を行うことにより、お互いに流出

している。 

 

○ 管渠の種類は、昔は陶管やコンクリートだったが、最近は塩ビ管

に変わってきているのか。管径の大きさによって変わるのか。 

● 時代によってよく使用する管に違いがあり、陶管の後、コンクリ

ート管（ヒューム管）が一般的となり、最近は塩ビ管がよく使用

されるようになった。管径の大きさによって使用する管を決める

ということもあるが、実際の使いやすさから最近はもっぱら塩ビ

管を使用するようになった。 

○ ポリ塩化ビニルを低濃度で燃やすとダイオキシンが発生するが、

環境適合業者（ＩＳＯ１４００１に該当する業者）かをチェック

して委託をしているのか。 

● 工事全般となるが、市で工事を発注し、工事業者が撤去を行い処

分する場合は、処分先をどこにするか、処分先が産業廃棄物の許

可をもっているのか、処分量、積み込んで排出する写真等、その

都度確認を行っている。 

 

○ 投資試算の再検討の中に、ダウンサイジングや新技術の導入等あ

るが、ＶＡを行う予定はあるか。例えばモノレール拡幅に伴う工

事は大規模な工事になるため、ＶＡの効果が出ると思う。 

 ※ＶＡ・・・余分なコストの見直し、見積書の中身の調査、同機

能で安い委託業者を選定する等、将来の減価償却費

の削減につながる。 

● 市役所の業務として、ＶＡというものが耳慣れないものであり、

予定はない。 

○ 資料の中に手法は散りばめられているので、今後取り入れると良

いと考える。 

○ 東京都の本管は規模も大きいためＶＡが適用されると思うが、市

の汚水管ではあまり適用されないと思う。 

● ＶＡについては先ほど申し上げたとおり予定はないが、確かにモ

ノレール拡幅に伴う工事は、車道の下を通っている汚水管を歩道

の下にうつす工事で、距離が長いため費用が大きいと想定されて

いる。 

 

議題２：その他 

今後の会議の開催予定について事務局より説明。次回の会議は１

０月２８日（水）に開催することに決定した。 

 

【その他質疑応答】 

○ 市報にディスポーザーについて掲載されていたが、市としてディ

スポーザーは薦めているのか。環境への負担はないのか。 

● ディスポーザーについては東京都の要綱・基準を満たし、設備の

検査をしたうえで設置を認めている。武蔵村山市では１件の届出

がある。また、今後、おむつを下水道に流す仕組みも検討されて

いるが、水質や汚水管への影響といった配慮は徹底している。 

 

○ 汚水管の工事業者はどれくらいあるのか。先ほどのＶＡの話にあ

ったとおり、業者の見積書に利益が隠れているということもある



のではないか。 

● 本管工事の業者は入札の資格要件（一般土木）があれば入札可能

である。実際、何社あるかは不明。一般的な公共工事は東京都の

積算基準に基づいて設計をしており、業者が不当な利益を増やす

ような余地はない。 

○ 業者の選定は別の部署で行っているのか。 

● 別の委員会で選定している。 

 

会 議 の 公 開 ・

非 公 開 の 別 

□公 開              傍聴者：  ０  人 

□一部公開 

□非 公 開 

 ※一部公開又は非公開とした理由 

 

 

 

 

 

会議録の開示・

非 開 示 の 別 

□開 示 

□一部開示(根拠法令等：                ) 

□非 開 示(根拠法令等：                ) 

 

庶 務 担 当 課       都市整備部   道路下水道課   (内線：２５５) 

(日本産業規格A列4番)  

✓ 

✓ 


